
1.

2. 重要な会計方針

引当金の計上基準

採用している退職給付制度の概要

計算している。

リース取引の処理方法

消費税等の会計処理

退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付費用に関する事項

リース資産・・・・・・・・・

①

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

(3)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

(4)

(1)

③退職給付費用（①+②）

9,378,720

9,378,720

②

新定額法による減価償却を実施している。建物附属設備・・・・・・

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を実施している。

①退職給付債務

②会計基準変更時差異未処理額

③

退職給付債務及びその内訳

△ 94,123,018

③退職給付引当金（①+②） △ 94,123,018

（単位：円）

0

継続事業の前提に関する注記

該当事項はない。

固定資産の減価償却の方法

(2)

　財　務　諸　表 　に 　対　す　 る　 注　 記　

期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

什器備品・・・・・・・・・・

退職給付引当金・・・・

旧定額法及び平成１９年４月１日以降取得資産については、新定額法による

減価償却を実施している。

0

④

 退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を基礎として

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

（単位：円）

①勤務費用

②会計基準変更時差異未処理額
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3.

4.

小　　　計

5.

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

6.

該当事項はない。

70,000,000 43,000,000 70,000,000 43,000,000

60,000,000 00

43,000,000 0

348,304,298 52,789,720 70,900,000 330,194,018

（単位：円）

資 産 取 得 等 準 備 資 金

0 0

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

合　　　計 330,194,018

13,071,000 0 13,071,000 0

特 定 資 産 取 得 等 準 備 資 金 60,000,000

100,000,000

担保に供している資産

合　　　計

小　　　計

（うち負債に対応する額）

094,123,018 0

100,000,000 0 0

94,123,018

100,000,000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

退 職 給 付 引 当 資 産

特定資産

100,000,000

科　　　　　目 当期末残高

基本財産引当資産 100,000,000

資 産 取 得 等 準 備 資 金 13,560,000 411,000 900,000 13,071,000

94,123,018

20,000,000 0

0

230,194,018 136,071,000 94,123,018

20 周 年 記 念 事 業 準 備 資 金 20,000,000 20,000,0000

0小　　　計

136,071,000

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

0 20,000,000

248,304,298 52,789,720 70,900,000 230,194,018

特 定 資 産 取 得 等 準 備 資 金 60,000,000 0 0 60,000,000

小　　　計

評 価 事 業 特 定 費 用 準 備 資 金

20 周 年 記 念 事 業 準 備 資 金

退 職 給 付 引 当 資 産 84,744,298 9,378,720 0

100,000,000

100,000,000 0 0

特定資産

100,000,000 0 0

94,123,018

100,000,000

基本財産

（単位：円）

基本財産引当資産

当期減少額

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額

評 価 事 業 特 定 費 用 準 備 資 金 43,000,000 0

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

会計方針の変更

該当事項はない。

当期末残高
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7.

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

8.

9.

10.

11.

12. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

13.

14.

15. 重要な後発事象

建物附属設備

（単位：円）

科　　　　目 取得価額 当期末残高減価償却累計額

12,600,889

該当事項はない。

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当事項はない。

6,091,849

合　     　計 32,265,862 16,986,262

18,692,738

該当事項はない。

リース取引関係

関連当事者との取引の内容

法人全体で使用するiPAD（30台）である。

10,000

保証債務等の偶発債務

該当事項はない。

経常収益への振替額

金　額内　　　　容

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当事項はない。

該当事項はない。

合　　　　計 10,000

　基本財産運用益

（単位：円）

什器備品

15,279,600

リース資産 3,825,792 1,833,192 1,992,600

9,747,332 845,519 8,901,813

3



1.

2.

基本財産及び特定資産について、財務諸表の注記4.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

退職給付引当金について、財務諸表の注記2.　退職給付関係に記載をしているため記載を省略する。

　に記載をしているため記載を省略する。

　附　　属　　明　　細　　書　

基本財産及び特定資産の明細

引当金の明細
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